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１　前年度指摘事項等に対する措置等

課長

定　　　　員

備　　　　　考

在職期間
備　　　　考

会 計 年 度
任 用 職 員

1

過不足(△)

吉川　徹

臨   時   的
任 用 職 員

現　　　　員

決算審査意見 処理状況

　県税収入未済額の約７割を個人県民税が占めている現状に鑑
み、平成２２年度に県と全市町村が設立した任意組織「鳥取県地
方税滞納整理機構」による取組を強化し、滞納整理事務の効率
化、徴収職員の能力向上などを引き続き図っていく。
　また、地方税法第４８条による個人住民税の徴収引継制度の積
極的利用を引き続き進める。
　税外収入については、各債権ごとのマニュアルに沿い、適正か
つ効率的な債権管理・回収を行うとともに、未納となり始めた早期
段階で催告を行うことで新規発生額の抑制を図り、税外未収額の
圧縮に努めてきたところである。
　なお、各債権同士で情報共有を行うことで、効率的な債権回収に
取り組み始めており、破産免責等、回収不能となった債権につい
ては、債権放棄を議会に諮るなど、一層の税外未収額の圧縮を
図っていく。

イ　収入未済額の縮減について
　県税では、引き続き市町村・関係機関等と連携し
た滞納整理等の取組を推進するとともに、税外収
入では、債権管理事務取扱要領等に沿って、収入
未済発生の未然防止や滞納初期の対応など債権
の適正な管理、回収に取り組まれたい。

氏　　　　　　名

 計      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員

職　　　　　名

出納員4

4
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５　主な事業に関する調べ

国庫支出金 その他 一般財源

― ― ― ―

大項目 －

中項目 －

小項目 －

SDGｓゴール －

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

○スマホ収納
　平成３０年度から「ヤフー公金アプリ」により スマートフォンを利用して納付書のコンビニバーコードを読み取り、納税できる
よう収納窓口を拡大。これにより、利用可能期間内であれば休日、夜間を問わず２４時間手続が可能であり、コンビニ等に出
向くことなく納められ、納税者の利便性が向上する。

　ＬＩＮＥ　Ｐａｙ
　　・取扱期間　令和元年７月１日～
　　・対象税目　自動車税（コンビニ対応分）、個人事業税、不動産取得税
　ＰａｙＰａｙ
　　・取扱期間　令和元年９月３０日～
　　・対象税目　自動車税（コンビニ対応分）、個人事業税、不動産取得税

○ＯＳＳ（ワンストップサービス）
　 自動車を保有するための登録、保管場所証明、各種諸税の納税などの手続きをインターネットで一括して行うことができる
「自動車保有関係手続きのワンストップサービス（通称ＯＳＳ）」の稼働を開始。これにより、各行政機関（警察、運輸支局、県
税）へ出向くことなく納付・納税ができ、納税者の利便性が向上する。

　　・導入日　 　平成３１年１月４日
　　・対象税目　自動車税環境性能割、自動車税種別割（新車新規登録等）

○電子申告システム（eLTAX）・地方税共通納税システム
　 平成１８年１月に開始した地方税電子申告システム（eLTAX）サービスの普及拡大に努めた。平成１９年４月から税理士が
関与する申告については納税者の電子署名が不要となり、また、平成２３年９月からは、法人設立・設置届等の電子申請・届
出サービスを追加し、手続きの簡素化が図られるとともに納税者の利便性が向上した。申告書送付時に電子申告利用促進
チラシを同封する等、周知・ＰＲに努めている。
　なお、令和元年１０月１日より、地方税共通納税システムを導入し、従来から可能であった電子申告に加え、電子納税が可
能となった。令和３年１０月１日から、対象税目に金融三割（県民税利子割、配当割、株式等譲渡所得割）が追加された。

　　・対象手続き（申告）　法人県民税、法人事業税、地方法人特別税及び金融三割の申告
　　・対象手続き（届出等）　法人設立・設置届、異動届等

決算額

○クレジット納税
　 平成２４年度より「Yahoo!公金支払いホームページ」からクレジットカードを利用して納められるよう収納窓口を拡大。これに
より、利用可能期間内（納期限）であればインターネットから休日、夜間を問わず２４時間手続が可能であり、コンビニ等に出
向くことなく納められ、納税者の利便性が向上する。

（参考）Yahoo！公金支払いの取扱い終了に伴い、令和４年度からは次の取扱いを開始した
　F-REGI公金支払い
　　・取扱期間　令和４年４月１日～
　　・対象税目　自動車税種別割（定期賦課分）

令和新時代創生戦略

政策項目 －

（ア）

　県税の収納窓口を金融機関・県税事務所の窓口に加えて、２４時間利用できる電子的な申告・納税窓口を増やすことによっ
て、納税者の利便性の向上及び納期内納付率の向上を図る。
　また、電子的な申告の拡大に伴い、県税事務の省力化を図る。

（イ）

事　　業　　名
財源内訳

電子的申告・納税方法の拡大

将来ビジョン －

Administrator
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イ 令和３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

●以下参考資料

エ 課　題

　現金が手元にない場合でも２４時間利用できるため、納期内納付率の向上につながっている。また、窓口へ直接出向く必要
がないことや、紙の申告書記入の手間がなくなり、納税者の利便性が向上している。

　　納税者の利便性のさらなる向上を図るとともに、県民に対する一層の周知に努め、納期内納付率や収納率の向上を図る
必要がある。また、納付可能期間や利用対象税目の拡大などについて引き続き検討する。

　○クレジット納税業務におけるYahoo!公金支払いのサービス終了に伴う事業者変更。
　○地方税共通納税システムの対象税目の拡大。

<自動車税の納期内納付状況>

   全体 200,771件 85.86%

クレジット  8,021件 4.66%

　スマホ  18件 0.01%

   全体 203,510件 86.96%

クレジット  7,414件 4.20%

　スマホ  8,093件 4.58%

   全体 200,209件 88.85%

クレジット  7,807件 4.39%

　スマホ  9,159件 5.16%

※納期内利用件数、納期内利用率及び納期内納付率は件数ベースの数値

<ＯＳＳ利用状況>

Ｒ１ 5.75% 46.63% 17.35%

Ｒ２ 12.31% 53.10% 27.17%

Ｒ３ 27.20% 55.40% 34.65%

※新車新規登録の申請件数ベース（ＯＳＳ／全申請）

<電子申告(eLTAX)利用率の推移>

法人２税 金融三割

Ｒ１ 80.00% 73.70% Ｒ１

Ｒ２ 81.00% 77.20% Ｒ２

Ｒ３ 84.93% 集計中 Ｒ３ 10.42% 集計中

※令和３年１０月から開始

<地方税共通納税システム利用率>

①…共通納税納付件数　②…電子(eLTAX)申告利用件数

年度 ① ②

Ｒ１※ 199件 5,830件

Ｒ２ 911件 13,637件

Ｒ３ 2,176件 14,259件

※令和元年１０月～令和２年３月

全国

利用率（①／②）％

3.41%

6.68%

15.26%

中国５県
平均

年度 利用率 全国 年度 利用率

Ｒ１

Ｒ２

Ｒ３

年度 利用率 全国

年度 区　分 課税件数
納期内

利用件数
納期内
利用率

納期内
納付率

Administrator
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

― ― ― ―

大項目 －

中項目 －

小項目 －

SDGｓゴール －

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

○徴収状況（現年分＋滞納繰越分）　＜資料１＞
　　・令和3年度の県税全体の収入未済額の76％を個人県民税が占めている。
　　　平成19年度に比べ7.9％の増加。（令和2年度はコロナの影響で法人関係税の未納が多いため、割合が下
　　　がっているが、例年は未納の７割程度を個人住民税が占めている）
　　・税源移譲後は、徴収率が低下傾向にあり繰越額が累増していたが、各種取組の成果により平成22年度以降
　　　未収額の圧縮が図られ、徴収率も上昇に転じている。

事　　業　　名
財源内訳

県と市町村連携による徴収対策

決算額

将来ビジョン －

令和新時代創生戦略

政策項目 －

（イ）

（１）「鳥取県地方税滞納整理機構」における共同滞納整理
　　　　県と市町村の共同滞納整理により、事務の効率化と徴収職員の能力向上を図った。
　
　　【鳥取県地方税滞納整理機構】　＜資料２＞
  　　・　設立年月日　平成22年４月１日
　　　・　設置目的
　　　　　①県税と市町村税の重複滞納者への滞納整理の一括実施による重複事務の解消
　　　　　②収税体制の確立による県と市町村の徴収能力の向上
　　　　　③収税体制の高度化、効率化に向けた県と市町村の連携・共同のあり方の検討
　　　・　組織形態　任意組織（法人格なし）
　　　・　参加団体　県及び県内全市町村　計20団体
　　　・　運営体制　地方税滞納対策推進本部（本部長：県総務部長）
　　　　　　　　　　　幹事会（幹事長：県税務課長）
　　　　　　　　　　　事務局（県税務課企画・市町村税担当）
      　　　　　　　　支部（各県税事務所）
　　　・　業務内容　県・市町村が滞納者への訪問、納税交渉を共同で実施
　　　　　　　　　　　連名での文書催告の実施
　　　・　人員体制　各県税事務所と各管内市町村の税務職員が相互に身分を併任し、
                         月５日程度、共同で業務を実施
　  　〔取組実績〕＜資料３＞
　　　・機構で引き受けた滞納者に対して、滞納整理機構への移管予告書を送付
　　　・差押え（1,433千円）、交付要求（209千円）を実施
　　　・徴収が不可能なものについては滞納処分の執行停止等を行った。

（ア）

　厳しい財政状況や少子高齢化による生産年齢人口の減少を踏まえ、各団体とも自主財源確保のために更なる税
務行政遂行能力の向上と効率的な執行体制が求められる中、市町村単独での取組には限界があるとの認識のも
と、「鳥取県地方税滞納整理機構」や地方税法第48条による個人住民税徴収引継など有効な対策を選択しなが
ら、自主財源の確保に取り組む。
　特に、平成19年度に実施された所得税から個人住民税への税源移譲に伴い、個人住民税の調定額及び滞納額
が増加したことから、同税（個人県民税）の税収確保及び徴収体制の強化を図る。

【個人県民税の状況】
○税源移譲の影響

・調定収入状況（現年分）
区  　分 １８年度 A（移譲前） ３年度 B（移譲後） 差引（B-A）

調 　定　 額　a ８３．２億円 １５９．２億円  ７６．０億円
収　 入　 額　b ８１．６億円 １５８．２億円  ７６．６億円

収入未済額　a-b   １．６億円 　　　　 1億円 ▲０．６億円
徴　 収　 率　b/a ９８．１％ ９９．４% １．３％

Administrator
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イ 令和３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課　題

○都市部の徴収対策
　個人県民税の調定額・収入未済額ともに、75％を占める市部の徴収率向上に向けた取組（徴収引継事案につい
ては、財産調査結果の客観的な分析により滞納処分又は納税緩和措置の方針を明確にする等）をさらに強化する
ことが重要である。

○個人住民税特別徴収義務者の電子申告・納税の推進
　一定以上の規模の事業者は令和3年1月から、給与支払報告書の電子申告が義務化されたところだが、そうでな
い事業者でも電子利用を広め、便利で確実な申告納税を促すことが、一層の税収確保につながる。

○　市町村との税務業務の共同処理
  滞納整理機構における共同滞納整理の取組は一定の成果を上げており、維持・充実を図る必要がある。
　また、県・市町村職員の相互併任による家屋評価の共同実施（H29～米子市と西部県税、R1～中部市町と中部
県税、R2～東部市町と東部県税）を開始し、人材育成、知識・技術の相互習得、説明責任の強化等を図っている。
　今後も市町村の意向を踏まえて、現行の緩やかな連携を継続させるとともに、個別にメリットのある施策の検討及
び実施が求められている。
　

○　地方税法第48条による個人住民税の徴収引継　＜資料４＞
　　個人住民税の徴収困難事案について、市町村長の同意の上、徴収引継ぎを受けて県が直接徴収を実施した。
       （令和３年度　157人、39,766千円引受）

○　税務職員長期派遣制度（相互派遣）＜資料５＞
　　２年間の期間で県から徴収担当職員を市町村へ派遣した。
　　　（R３年度　 鳥取市、米子市に派遣）

○　徴収担当職員のネットワークによる徴収能力の向上
　　各県税事務所と管内各市町村の徴収担当職員が、徴収現場で必要としている実務的テーマを持ち寄って
　 徴収技能向上を図る研修を実施した。

（２）個人住民税の特別徴収の推進
　　　平成30年度の特別徴収の県内一斉指定を継続し、市町村と連携し、以下の取組を行った。
　　　・広報チラシ、事業者向けの事務手引き、Q&Aを作成し、ホームページに掲載するとともに、特別徴収
　　　　未実施事業者へのチラシの送付など、広報に努めた。
　　　・年末調整説明会において、事業者へチラシを配布するとともに、説明を行った。
　　　・税務署、税理士会等の関係団体に、本取組への協力依頼を行った。
　　　・市町村間で特別徴収義務者の情報を共有し、指定漏れの捕捉に努めた。
　

　○　各県税事務所と管内市町村で個人住民税の合同徴収方針会議を開催するとともに、地方税法第48条に
　　　よる徴収引継の補完業務として、市町村の実態に応じた滞納事案の徴収方針決定及び進捗管理を実施
　　　した。

　○　個人住民税の特別徴収の一斉指定（徹底）に当たっては、実際に特別徴収事務を行っている市町村と
　　　検討会議を開催するなど、連携を取りながら進めた。

○　個人県民税の徴収率の向上及び収入未済額の圧縮
　　　個人県民税の徴収率は、平成23年度からこれまで上昇傾向にあり、令和３年度は前年度に比べて＋0.1％。
　　　収入未済額についても平成22年度以降、圧縮が進んでおり、令和３年度現年課税分の未済額は、
　　税源移譲前の平成18年度以下に圧縮されている。
　　　（H18未済額）165,432千円　→　（R３未済額）95,946千円
　　　コロナ禍の中、県・市町村の連携で、前年度を上回る徴収率あげることができた。
○　税務職員長期派遣制度
　　　税収確保に加え、派遣先団体の効果・効率的な徴収体制の構築を支援した。
○　徴収担当職員のネットワーク及び滞納整理機構における共同滞納整理実務研修及び徴収方針会議等を通
     じて、徴収職員の能力向上を図った。
○　個人住民税の特別徴収の推進
　　　平成30年度課税での特別徴収の県内一斉指定を行ったことで、給与所得者の納税の利便性が向上すると
      ともに、現年分徴収率が上昇するなど、効果が発現している。
　　　（給与所得者に占める特別徴収の割合）　H30　87.4％　→　R３　88.9％
　　　（現年分徴収率）　H30　99.3％　→　R３　99.4％
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18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度

徴収率 県税全体 97.9% 97.9% 97.9% 97.7% 97.7% 97.7% 97.8% 98.0% 98.2% 98.5% 98.7% 98.8% 99.0% 99.1% 98.4% 99.3%

個人県民税 93.2% 95.1% 94.5% 94.2% 93.9% 94.1% 94.5% 95.0% 95.5% 95.9% 96.5% 97.0% 97.5% 97.7% 97.8% 98.0%

３．県税収入未済額に占める個人県民税の割合（現年）

個 人 県 民 税 の 状 況

  

１．個人県民税の徴収状況（現年、滞繰計）

年度

２．県税収入未済額に占める個人県民税の割合（現年、滞繰計）

1,116

94

1,12 1,144
1,088 1,061

・ 平成19年度の税源移譲に伴い、滞納額は累増傾向に（現年未収額の増＞滞納繰越分圧縮額）、合計徴収率は下降傾向に
あったが、県及び市町村の各種取組の成果もあり改善してきている。

・ しかし、依然として県税全体の収入未済額の７割を個人県民税が占めており、更なる滞納額の圧縮が必要な状況
である。（２年度はコロナの影響で法人課税に未納が増加し、個人県民税の割合が下がっている）

県税全体

資料 １
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（単位：人、千円）

人数 金額 人数 金額 人数 金額 人数 金額

0 0 0 0 102 24,435 102 24,435

A

0 0 0 0 60 19,011 60 19,011

B

0 0 0 0 42 5,424 42 5,424

C

B／A 77.8% 77.8%

100 16,414 0 0 60 19,011 160 35,425

D

E

100 16,414 0 0 102 24,435 202 40,849

F

58 9,834 0 0 46 12,086 104 21,920

G

19 2,720 0 0 39 10,143 58 12,863

H

(G+H)/
F

76.5% 91.0% 85.2%

100 16,414 0 0 162 43,446 262 59,860

I

100 16,414 0 0 162 43,446 262 59,860

77 12,554 0 0 145 41,240 222 53,794

J

J/I
76.5% 94.9% 89.9%

口頭予告、未指定等 ※

資料　３

機構事案徴収状況及び指定予告書発付状況（R4.3末現在）

東部支部 中部支部 西部支部 県計

指
定
予
告
書
発
付
状
況

指定予告書発付数

　　Ａのうち納付約束
　　等

　　Ａのうち反応なし
　　　　　　　　　(Ａ-Ｂ)

移管予告効果

昨年度指定済事案
に係る継続処理分

機
構
事
案
徴
収
状
況

指定事案数
　　　　　　 　(Ｃ+Ｄ+E)

　　Fのうち収入済

　　Fのうち納付約束
　　等

処理率
(収入済+処理済)

※　「口頭予告、未指定等」欄について、予告後未指定のものがある場合、マイナス表示となる。

機
構
の
活
動
効
果

指定予告書発付数
＋口頭予告等
　　　　 　(Ａ+Ｄ+E)

　うち今年度の
　発付等量
　　　 　（I-E）

　　Iのうち収入済、
　　納付約束等
　　　　　 　　(B+G+H)

活動効果
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１～14　平成１８～令和元年度実績

引継
市町村数

滞納者数
（人）

徴収率

9 93 12,493 千円 29.4%

14 316 29,381 千円 44.5%

14 304 48,393 千円 38.9%

13 199 33,799 千円 39.1%

12 143 21,330 千円 29.4%

10 76 12,112 千円 35.4%

8 49 8,605 千円 21.3%

9 39 6,440 千円 6.8%

8 78 36,337 千円 36.5%

11 210 77,725 千円 53.5%

11 214 87,850 千円 53.2%

9 178 81,044 千円 45.4%

9 273 119,795 千円 35.6%

12 253 89,901 千円 46.6%
引継市町村数：１２市町村 （単位：人，円）

(1) 引継町村数： 12 市町村

(2) 滞 納 者 数 ： 150 人

(3) 滞 納 税 額 ： 40,652 千円

(4) 徴 収 率 ： 58.8 ％

徴収率
人数 件数 税額 (A) 人数 件数 税額 (B) B/A(%)

1 鳥取市 48 312 16,664,453 26 185 9,223,842 55.4
2 岩美町 11 54 1,575,200 8 26 1,127,100 71.6
3 八頭町 5 30 830,600 3 19 428,600 51.6

計 64 396 19,070,253 37 230 10,779,542 56.5
4 米子市 43 281 15,055,733 35 212 7,218,923 47.9
5 境港市 12 76 2,790,329 10 70 2,711,519 97.2
6 日吉津村 2 8 61,315 2 8 61,315 100.0
7 大山町 9 64 1,410,020 7 46 1,013,880 71.9
8 南部町 3 12 217,500 3 12 217,500 100.0
9 伯耆町 5 26 725,200 4 24 582,340 80.3
10 日南町 3 33 345,100 3 33 345,100 100.0
11 日野町 5 16 566,500 5 16 566,500 100.0
12 江府町 4 16 410,000 4 16 410,000 100.0

計 86 532 21,581,697 73 437 13,127,077 60.8
150 928 40,651,950 110 667 23,906,619 58.8

引継市町村数：１２市町村 （単位：人，円）

(1) 引継町村数： 12 市町村
(2) 滞 納 者 数 ： 157 人
(3) 滞 納 税 額 ： 39,766 千円
(4) 徴 収 率 ： 38.3 ％

徴収率
人数 件数 税額 (A) 人数 件数 税額 (B) B/A(%)

1 鳥取市 41 352 12,799,153 6 69 1,912,368 14.9
2 岩美町 8 32 1,272,900 5 21 920,850 72.3
3 八頭町 6 63 1,258,700 1 16 314,593 25.0

計 55 447 15,330,753 12 106 3,147,811 20.5
4 米子市 51 294 16,591,563 22 130 7,467,677 45.0
5 境港市 20 128 2,551,282 7 42 907,528 35.6
6 日吉津村 1 2 101,000 1 2 101,000 100.0
7 大山町 11 74 2,473,022 6 41 1,787,628 72.3
8 南部町 6 19 569,000 2 5 330,000 58.0
9 伯耆町 6 31 801,800 3 16 492,595 61.4
10 日南町 5 80 1,025,862 1 28 849,500 82.8
11 日野町 1 5 189,400 0 0 0 0.0
12 江府町 1 2 131,900 1 2 131,900 100.0

計 102 635 24,434,829 43 266 12,067,828 49.4
157 1,082 39,765,582 55 372 15,215,639 38.3

地方税法第４８条による個人住民税の徴収引継（直接徴収）の状況 ※ 資料　４

滞納税額 備考

平成21年度実績 各県税局が直接徴収

平成22年度実績 各県税局が直接徴収

平成23年度実績 各県税局が直接徴収

平成18年度実績 税務課が直接徴収

平成19年度実績 各県税局が直接徴収

平成20年度実績 各県税局が直接徴収

平成27年度実績 東部・西部県税事務所が直接徴収

平成28年度実績 東部・西部県税事務所が直接徴収

平成29年度実績 東部・西部県税事務所が直接徴収

平成24年度実績 西部県税局が直接徴収

平成25年度実績 中部・西部県税事務所が直接徴収

平成26年度実績 東部・西部県税事務所が直接徴収

平成30年度実績 東部・西部県税事務所が直接徴収

令和元年度実績 東部・西部県税事務所が直接徴収

15　令和２年度実績　【東部・西部県税事務所が直接徴収】

区分 引受額 徴収額
市町村名

徴収額
市町村名

東
部

西
部

R3 合計

東
部

西
部

R2 合計
16　令和３度実績　【東部・西部県税事務所が直接徴収】

区分 引受額

※ 本規定による引継対象は、市町村税のうち個人市町村民税の滞納繰越事案のみ（固定資産税等、
その他の市町村税に係る滞納事案については、引継ぎできない。）。徴収額の人数及び件数欄は
本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 徴収額の人数及び件数欄は本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 本規定による引継対象は、市町村税のうち個人市町村民税の滞納繰越事案のみ（固定資産税等、
その他の市町村税に係る滞納事案については、引継ぎできない。）。徴収額の人数及び件数欄は
本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 徴収額の人数及び件数欄は本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 本規定による引継対象は、市町村税のうち個人市町村民税の滞納繰越事案のみ（固定資産税等、
その他の市町村税に係る滞納事案については、引継ぎできない。）。徴収額の人数及び件数欄は
本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 徴収額の人数及び件数欄は本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 本規定による引継対象は、市町村税のうち個人市町村民税の滞納繰越事案のみ（固定資産税等、
その他の市町村税に係る滞納事案については、引継ぎできない。）。徴収額の人数及び件数欄は
本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 徴収額の人数及び件数欄は本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 本規定による引継対象は、市町村税のうち個人市町村民税の滞納繰越事案のみ（固定資産税等、
その他の市町村税に係る滞納事案については、引継ぎできない。）。徴収額の人数及び件数欄は
本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。

※ 徴収額の人数及び件数欄は本税が完納となった人数（督促手数料は除く）。
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◆境港市（平成１５年度～２０年度）

◆米子市（平成１７年度～２２年度）

※平成19年度以降は県のみ係長級を派遣（米子市からの派遣は無し）

◆鳥取市（平成２０年度～２７年度）

※県は、平成20・21年度については係長級を、平成22～25年度については課長補佐級を派遣

◆湯梨浜町（平成２０年度～２１年度）

◆若桜町（平成２１年度～２５年度）

※県のみ係長級を派遣（若桜町からの派遣は無し）

◆琴浦町（平成２１年度～２４年度）

◆日野町（平成２５年度～２６年度）

 ※ 県からは税務外に派遣

◆智頭町（平成２５年度～平成３０年度）

　
◆鳥取中部ふるさと広域連合（平成２８年度～２９年度）

◆大山町（平成２９年度～平成３０年度）

　
◆岩美町（令和元年度～２年度）

◆米子市（令和元年度～４年度）

◆鳥取市（令和元年度～４年度）

◆日野町（令和３年度～４年度）

県 日野町

町主事級①（県税事務所主事）

県係長級①（県税事務所係長）

県 鳥取市
市係長級①（税務課係長）

県 米子市
市主事級①（県税事務所主事）

県係長級①（税務課参事）

県 岩美町

県係長級①（収税課係長）

県 智頭町
町主事級①（県税事務所主事）

県係長級①（税務課係長）

県 鳥取中部ふるさと
広域連合

広域連合係長級①（県税事務所主事）

県補佐級①（税務課参事）

県 大山町
町主事級①（県税事務所主事）

県主事級①（町民課賦課徴収係長）

県 湯梨浜町
町主事級①（他部局へ派遣）

県係長級①（税務住民課税務室 室長）

県 若桜町

県係長級①（税務課課長補佐）

県 琴浦町
町主事級①（県税局主事）

県 日野町
町係長級①（県税事務所係長）

町主事級①（県税事務所主事）

市主事級①（県税局主事）

資料　５

県と市町村の税務職員の人事交流

県係長級①（収税課課長補佐）

県 境港市

県係長級①（税務課課長補佐）

県係長級①（収税課課長補佐）

県 米子市

県課長級①（徴収課 参事）

県 鳥取市
市係長級①（県税事務所 係長）
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（単位：千円）

将来ビジョン －

大項目 －

中項目 －

小項目 －

SDGsゴール －

政策項目 －

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

債権管理を全庁的に推進し、負担の公平及び収入確保を図る。

　事業の実施状況

・各所属で所管する債権の回収について、対応方針等の助言を行った。

・OJTを兼ねて、各所属で所管する債権回収のための文書催告や法的措置の指導、口頭弁論への同行、臨戸・電話催告の支援を

　行った。

・鳥取県債権回収計画等に関する条例に基づいて、議会への報告を行った。

・情報共有について条例に明記し、各担当課にまたがる「重複滞納者」について、名寄せを行い横断的な対応を行った。

・令和元年度より、破産免責、相続放棄等により請求先のない案件の権利放棄を行った。

・費用対効果を踏まえた債権回収を図るため、債権回収会社等への回収業務の委託を推進するとともに、債権額の規模が少ない債権

　については当課において併せて委託した。

【債権回収委託状況】（債権所管課：人権同和対策課、医療政策課、家庭支援課、住まいまちづくり課）

イ 令和３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・各所属の債権回収の支援とOJTを兼ね、臨戸同行や共同電話催告を実施した。

・回収が困難な債権について、引き続き債権分類を行い、効率的な債権回収を行った。

・効率的な債権回収及び多重債務者へ適切な対応を図るため、条例改正し滞納者情報を共有することとした。

・破産免責等による実質的に回収不能な案件について、議会に諮ったうえで権利放棄をし、適正な債権管理を行った。

・所属の債権回収検討会等に参加し、債権回収の方法やマニュアル等の改正等の助言を行った。

・令和４年２月に税外債権管理プロジェクトチーム（チーム長；副知事、構成員；各債権管理所属部局長）を立ち上げた。

ウ 成果及び効果

・複数の所属において、各債権回収マニュアル等の見直し検討が進んだ。

・早期対応（未収発生直後の取り組み）により、現年度新規発生未収金を抑制した。

86,597千円（令和２年度）　→　　86,097千円（令和３年度）【見込】 500千円減

・回収不能債権について、債権放棄を行うことで適切な債権管理を行った。（４所属、12件、金額　3,586千円）

・私債権について、簡易裁判所への支払督促を行った。（1所属、3件、申立額　1, 762千円、回収額20千円）

・債務名義のある私債権について、強制執行を申立てた。（1所属、6件、申立額　3,284千円、回収額1,497千円）

・税外債権管理プロジェクトチームキックオフ会議を開催し、各部局長に対し債権回収のあり方や令和4年度からの債権回収体制を伝達した。

【税外未収金の推移（単位：千円）】　※病院局・企業局含む。

エ 課　題

・依然として多額の未収金があり、費用対効果を踏まえつつ、説明責任を果しうる債権管理を進めていく必要がある。

・効果的な債権回収のため、回収が困難な債権について、実効性のある債権管理を進めていく必要がある。

（単位：円）

事　　　業　　　名
財源内訳

国庫支出金 その他 一般財源

税外未収金回収関連強化事業 0 0 261

令和新時代創生戦略

（ア）

（イ）

委託債権 回収額

専修学校等奨学資金貸付金　等 ニッテレ債権回収(株) 14,755,443 1,863,818

4,376,598 1,258,818

区分 未収金額 増減 備考

手続き不備による国庫補助金の受入れ漏れ24億8,683万円は含まず

令和２年度末 2,274,422 △ 53,483

平成30年度末 2,383,740 △ 75,916

決算額

261

令和元年度末 2,327,905 △ 55,835

令和3年度末 （見込） 2,233,906 △40,516

県営住宅家賃　等 ライズ綜合法律事務所

債権名 委託先
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（単位：千円）

将来ビジョン －

大項目 －

中項目 －

小項目 －

SDGsゴール －

政策項目 －

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

①新型コロナウイルス対策特設サイトの開設

②鳥取県の魅力ＰＲ

③その他

　≪寄附金総額（受付期間：令和3年7月9日～12月31日）≫

　　　　16,980千円（171件）

イ 令和３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

特になし

ウ 成果及び効果

・寄附金額は県では対前年度比1.15倍に増加し、過去最高の寄附受入額となった。

エ 課　題

事　　　業　　　名
財源内訳

一般財源

ふるさと納税・広告促進事業

・寄附への謝意及び特産品ＰＲを目的として１万円以上の寄附者（県内在住者は除く）に対し、ふるさと納税パートナー企業の協力を得て県
特産品等を贈呈した。

令和新時代創生戦略

（ア）

（イ）

　令和３年７月豪雨災害による県内の被害への応援を目的としたふるさと納税による寄附を受付実施した。

・引き続き、新型コロナウイルス特設サイトを通じた寄附の呼びかけや鳥取県が取り組む事業に共感を得てもらい応援する人を増やすため、活
用する事業を明確に提示して寄附を募る「クラウドファンディング型ふるさと納税」を推進していく必要がある。

その他

0

　ふるさと納税制度による鳥取県への寄附を幅広く呼び掛けるとともに、制度のＰＲを通じて鳥取県の魅力を県外の方に再認識していただく機
会とする。

　ふるさと納税の使途に、令和２年度から新たに「新型コロナウイルス対策事業」を追加した。あわせて、新型コロナウイルス特設サイトの開
設やＰＲチラシを作成し広く寄附を呼びかけた。

・過去の寄附者や鳥取県出身者等へふるさと納税制度や鳥取県の魅力を伝えるため、リーフレットを作成し配布した。

決算額

167,864

国庫支出金

0

起債

0 167,864

年度 
県 市町村 合計 

件数（件） 金額（千円） 件数（件） 金額（千円） 件数（件） 金額（千円） 

27年度 14,448 360,699 186,017 3,077,309 200,465 3,438,008 

28年度 9,633 211,529 176,746 3,281,613 186,379 3,493,142 

29年度 9,152 205,629 172,815 3,353,312 181,967 3,558,941 

30年度 9,214 192,979 205,133 3,714,714 214,349 3,907,693 

R1年度 12,657 272,189 302,652 5,013,474 315,309 5,285,663 

R2年度 13,939 345,301 248,636 4,445,923 262,575 4,791,224 

R3年度 16,539 397,285 290,751 5,456,033 307,290 5,853,318 
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７　事業別実施状況調べ
(単位：円)

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰越額

予備費支出
及び流用増減

計　Ａ

(税務総務費)

職員人件費 656,712,000 △37,493,000 0 0 619,219,000 606,333,539 0 12,885,461 97.9% 税務課職員及び県税事務所職員の人件費
（不用額が生じた理由）
給料・共済費の実績が見込みより少なかったため。

税務管理費 29,149,000 7,611,000 0 939,371 37,699,371 37,484,477 0 214,894 99.4% 適正な業務運営を図ることを目的として、次のことを実
施した。
１）鳥取県税関係例規等データベース更新業務
　　委託契約の相手方：第一法規㈱
２）県税事務所長・課長会議
　　(４月、３月)
３）税務統計書の作成
　　・印刷６０部
 　 ・ホームページ上で公開
４）税務職員の研修

（流用）
県税課税調査・収納管理事業から939,371円

（主）税外未収金回収関連強化
事業

1,978,000 △1,273,000 0 0 705,000 261,384 0 443,616 37.1% 主な事業に関する調べのとおり
（不用額が生じた理由）
債権回収業務委託について、委託料の算定基準である債
権回収額が見込みより少なかったため。

目　　　　計 687,839,000 △31,155,000 0 939,371 657,623,371 644,079,400 0 13,543,971

(賦課徴収費)

0 △939,371 1,107,504,629 98.5%

税務システム運用事業 168,090,000 △3,850,000 0 0 164,240,000 163,504,937 0 735,063 99.6% 税務事務総合電算処理システム等の税関係システムの運
営及び保守を行った。

目　　　　計 1,269,590,000 3,094,000 0 △939,371 1,271,744,629 1,253,961,452 0 17,783,177

(地方消費税清算金)

地方消費税清算金 11,696,615,000 △ 540,975,000 0 △ 8,000,000 11,147,640,000 10,864,526,541 0 283,113,459 97.5% 地方消費税について消費地と課税地を一致させる調整を
行うため、消費等に関連した基準によって都道府県間に
おいて清算を行い、その清算金を他の都道府県に支払っ
た。
（根拠法令）
　地方税法第７２条の１１４
（不用額が生じた理由）
　地方消費税収が見込みより少なかったため。
（流用）
　県税還付金へ8,000,000円

目　　　　計 11,696,615,000 △ 540,975,000 0 △ 8,000,000 11,147,640,000 10,864,526,541 0 283,113,459

(利子割交付金)

利子割交付金 73,575,000 0 0 0 73,575,000 62,964,000 0 10,611,000 85.6% 県民税利子割額から１％の事務費を控除した額の５分の
３に相当する額を市町村に交付した。
（根拠法令）
　地方税法第７１条の２６
（不用額が生じた理由）
　県税利子割の税収が見込みより少なかったため。

目　　　　計 73,575,000 0 0 0 73,575,000 62,964,000 0 10,611,000

(配当割交付金)

配当割交付金 255,516,000 14,380,000 0 111,471,000 381,367,000 381,367,000 0 0 100.0% 県民税配当割額から１％の事務費を控除した額の５分の
３に相当する額を市町村に交付した。
（根拠法令）
　地方税法第７１条の４７

（流用）
　地方消費税交付金から111,471,000円

目　　　　計 255,516,000 14,380,000 0 111,471,000 381,367,000 381,367,000 0 0

(株式等譲渡所得割交付金)

株式等譲渡所得割交付金 209,194,000 132,666,000 0 56,584,000 398,444,000 398,444,000 0 0 100.0% 県民税株式等譲渡所得割額から１％の事務費を控除した
額の５分の３に相当する額を市町村に交付した。
（根拠法令）
　地方税法第７１条の６７

（流用）
地方消費税交付金から56,584,000円

目　　　　計 209,194,000 132,666,000 0 56,584,000 398,444,000 398,444,000 0 0

(法人事業税交付金)

法人事業税交付金 733,242,000 250,215,000 0 35,162,000 1,018,619,000 1,018,619,000 0 0 100.0% 法人事業額の７.７％に相当する額を市町村に交付した。
（根拠法令）
　地方税法第７１条の７６

（流用）
地方消費税交付金から35,162,000円

目　　　　計 733,242,000 250,215,000 0 35,162,000 1,018,619,000 1,018,619,000 0 0

事業の計画と実績・成果、不用額の理由等
支 出 済 額
（決算額）

Ｂ

予算現額

事　業　名
翌年度
繰越額
Ｃ

差引残額
（不用額）
Ａ－Ｂ－Ｃ

執行率
Ｂ/Ａ

（流用）
税務管理費へ939,371円
（不用額が生じた理由）
地方消費税の税収が見込みより少なく、地方消費税徴収
取扱費（負担金）で不用額が生じたもの

県税課税調査・収納管理事業 1,101,500,000 6,944,000 1,090,456,515 0 17,048,114
区分

予算額 51,569,451,000
調定額 57,470,117,019

うち東部 20,854,739,669
    中部 5,295,449,716
    西部 20,354,099,850
収入額 57,043,087,449

うち東部 20,661,023,955
    中部 5,255,703,593
    西部 20,160,532,117
徴収率 99.3%

うち東部 99.1%
    中部 99.2%
    西部 99.0%
予算額 53,396,000
調定額 63,524,460

うち東部 12,452,310
    中部 9,224,205
    西部 41,847,945
収入額 31,913,056

うち東部 9,570,057
    中部 5,218,173
    西部 17,124,826
徴収率 50.24%

うち東部 76.85%
    中部 56.57%
    西部 40.92%

※地方消費税及び狩猟税については、税務課収入

その他
徴収金

県　税

予算・調定・収入金額
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(単位：円)

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰越額

予備費支出
及び流用増減

計　Ａ
事業の計画と実績・成果、不用額の理由等

支 出 済 額
（決算額）

Ｂ

予算現額

事　業　名
翌年度
繰越額
Ｃ

差引残額
（不用額）
Ａ－Ｂ－Ｃ

執行率
Ｂ/Ａ

(地方消費税交付金)

地方消費税交付金 13,285,306,000 289,964,000 0 △210,925,000 13,364,345,000 13,245,832,000 0 118,513,000 99.1% 地方消費税額から国に支払った徴収取扱費を差し引き、
さらに都道府県間で清算をした後の額の２分の１に相当
する額を市町村に交付した。
（根拠法令）
　地方税法第７２条の１１５

(流用)
配当割交付金へ111,471,0000円
株式等譲渡所得割交付金へ56,584,000円
法人事業税交付金へ35,162,000円
環境性能割交付金へ872,400円
(不用額が生じた理由)
地方消費税収が見込より少なかったため。

目　　　　計 13,285,306,000 289,964,000 0 △210,925,000 13,364,345,000 13,245,832,000 0 118,513,000

(ゴルフ場利用税交付金)

ゴルフ場利用税交付金 57,183,000 21,154,000 0 6,835,000 85,172,000 77,040,705 0 8,131,295 90.5% ゴルフ場利用税の１０分の７に相当する額を、ゴルフ場
が所在する市町に交付した。
（根拠法令）
　地方税法第１０３条

（不用額が生じた理由）
ゴルフ場の利用が見込みより少なかったため。

目　　　　計 57,183,000 21,154,000 0 6,835,000 85,172,000 77,040,705 0 8,131,295

(環境性能割交付金)

自動車税環境性能割交付金 152,322,000 24,212,000 873,000 177,407,000 177,406,400 0 600 100.0% 自動車税環境性能割額から５％の事務費を控除した額の
４７％に相当する額を市町村に交付した。
（根拠法令）
　地方税法第１７７条の６

（流用）
地方消費税交付金から873,000円

目　　　　計 152,322,000 24,212,000 0 873,000 177,407,000 177,406,400 0 600

(利子割精算金)

利子割清算金 94,000 0 0 0 94,000 0 0 94,000 0.0% 他の都道府県に本社等を有する法人の法人県民税法人税
割に係る利子割額の控除・還付額のうち、本県において
納められた利子割額を本社等所在の都道府県との間で精
算するもの。(今年度実績なし)
（根拠法令）
　地方税法第６５条の２

〈不用額が生じた理由〉
　法人に係る利子割控除・還付額がほとんど発生しな
かったため。

目　　　　計 94,000 0 0 0 94,000 0 0 94,000

(県税還付金)

県税還付金

380,000,000 289,883,000 0 8,000,000 677,883,000 674,054,399 0 3,828,601 99.4% 県税の歳出還付金及び還付加算金を支払った。
（根拠法令）
　地方税法第１７条・第１７条の４

（流用）
　地方消費税清算金から 8,000,000円

目　　　　計 380,000,000 289,883,000 0 8,000,000 677,883,000 674,054,399 0 3,828,601

合　　　　計 28,800,476,000 453,438,000 0 0 29,253,914,000 28,798,294,897 0 455,619,103

（単位：円）
交付先市町 交付金額

鳥取市 23,652,153
米子市 6,926,780
岩美町 111,237
八頭町 2,131,850
琴浦町 2,324,385
南部町 5,616,724
伯耆町 28,715,432
大山町 7,562,144
合　計 77,040,705
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８　予備費の充用調べ   該当なし

９　現金の取扱状況 該当なし

　　（１）現金取扱状況  

　　（２）つり銭の状況

１０　財産に関する調べ

　　（１）公有財産 該当なし

　　（２）金券類の保有状況

　　　ア　金券の保有状況

　　　イ　タクシーチケットの受払状況 該当なし

　　（３）基金 該当なし

　　（４）債権 該当なし

１１　財産の貸付け及び使用許可調べ 該当なし

　　（１）　土地及び建物

　　（２）　物品（1品の取得価格が１００万円以上のもの及び寄附受納時の評価額が１００万円以上のもの）

１２　借受不動産明細調べ 該当なし

１３　職員駐車場の管理状況調べ 該当なし

１４　寄附物件の受納状況調べ 該当なし

該当なし

１６　貸付金等状況調べ 該当なし

有　・　無

１５　備品の処分状況調べ
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